














1 . は じめに
1990年代以降の ITC の発展と普及に比例 して国際的な活動を行 う政府、 非
政府組織、 多国籍企業、 規制当局、 企業、 業界団体、 国際組織等によ る グロー
バル規模での国際商取引が拡大 してい る。 こ の激 しい急展開の現状から、 体系
的な法規則の完成 を待つ余裕はな く 、 個々の状況 ・ 必要に応 じて作成 された各
種の自主規則が多数出現し、 商取引のグローバル化が急拡大す るのに伴い、 そ
れを秩序付け る司法的水平性 も拡大 し、 さ ら に継続 してい る状況にある '、 と
い う。 これは国際商取引が急拡大する現実から、 国内の裁判所等が国際的な法
規則 ・ 原則 を適用せざる を得ない状況に直面 しつつあるとい う、 一定の量的か
つ質的対応が必要と される現実がある 2。 こ う した拡大す る現実の国際商取引
について、 理論的な支柱 と な る法的枠組みは、 単な る水平的 (horizontal) 拡
大だけではな く 、 垂直的 (vertical) な統合の進展も促 し、 司法の国際化 (judi- 
cial transnationalism) と 呼ばれる現象が生 じてい る 3。 こ う した状況に呼応す る
よ う に統一規則、 商取引原則および関連す る学術文献が膨大になっ てい る。
国際商取引における法規則の状況は、 水平的かつ垂直的統合の混合形態を中
心に発展 してお り 、 今後も その方向で進んでい く であろ う。 その具体的な法規
則 と し て は、 国連国際物品売買法条約 ( ウ ィ ー ン売買条約、 CISG) や
UNIDROIT Principles of International Commercial Contracts (ユニ ド ロ ワ国際
商取引原則 ; PICC) がある。 それぞれデー タベース も充実 してお り 、 条文解
説、 関連す る裁判 ・ 仲裁事例、 学術論文等に関す るデータベースについて も、
質量 と も に集積 され充実 しつつある 4。
これら国際商取引の状況変化とい う現実を踏まえ、 本論の題日について以下、
1 Thomas Bingham, ldem g orzzons・ o e ce of Com arafzve aw a d fnfernafzona
Law on Domestic Law (Cambridge University Press, 2010).
2 Yuva1 Shany, National Courts as International Actors: Jurisdictional Implications [2009]
Federalism 2, http://www.effective-int1-adJudication.org/admin/Reports/2af9ed4d4a026e581437876 
ddlb73b87Yuva1.pdf
3 司法の国際化 を、 異な る国家間にまたがる水平的拡大 (horizontal) 、 一国内での国内と 国際
事案 と の統合拡大 (vertical)、 こ れら両方に関わる拡大(mixed vertical-horizontal)、 の 3 分類が
ある、 と い う (Anne-Marie Slaughter, A Typology of Transjudicial Communications, 29 Univ. of
Richmond L. Rev 99 (1994))。 
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述へていき たい。
国際商取引契約の規則統一 について、 GDP 世界一 で国際商取引の主たる当
事者であるアメ リ カにおいては、 その普及が十分になされていないのが現状で、
1994年 PICC が公表 さ れて以来、 20年程経過す るが、 ア メ リ カ の裁判所 で
PICC に言及 した事例は僅か 2 つであり 、 しかも PICC 条文の実質的な参照を
した ものではな く 、 PICC について形式的に言及 した程度で ある 5。 また PICC 
の実質的起草者で ある Bonell 教授 と Lando 教授 と の対話講演記録 を丹念に読
んでみて も、 その内容は商取引契約 ・ 規則統一 の動向について専ら欧州 を中心
と し て論 じ てお り 、 ア メ リ カ への言及がみ ら れない。 2014年 8 月 1 日現在
UNIDDROIT (私法統一国際協会) 6 への参加国 ・ 地域は63に上り 、 先進国は、
CISG 未加入の英国を含め、 アメ リ カ も1964年 3 月13 日に加入 している7。 この
UNIDROIT 作成の国際商取引原則がPICC である。 欧州では、 各種法規則の統
一について。 条文の内容や制度の統一 とい う実質的な課題だけでな く 、 表記す
る言語の並列や単一言語化、 またそれらの解釈等の手続面での課題も多いにも
かかわらず 8、 PICC の採択が活発で ある 9。 一方のアメ リ カは、 欧州の様な国
家間手続きや言語に関す る調整の必要性は低 く 、 そ う したハー ドルが低いに も
かかわらず現状ではアメ リ カでの普及は低い。
筆者は国際商取引の主要な当事者、 (その所属す る国家の) アメ リ カにおい
て、 近年の商取引のグローバル化の急拡大に伴い、 統一 した国際商取引規則の
参照傾向がほと んど見られない こ とはなぜなのか、 とい う関心が根本にある。
本論文ではグローバル商取引が急拡大す る現実において、 それに対応 しつつ
ある国際的な統一商取引規則である PICC がアメ リ カの当事者に普及どこ ろか、
ほと んど認知 されてい ない現実について、 その要因は どのよ う な ものがあるの
か、 について検討 し、 その重要性と普及の方策について考察 したい。 具体的に
は、 アメ リ カで PICC や CISG のよ う な国際商取引統一規則が普及 しない要因
について各種文献を比較検討 し、 今後 PICC は拡大 ・ 普及するのか、 普及や認
4 CISG database, www.uncitra1.org/uncitra1/en/case_law.htm1; UNIDROIT database, www.uniiex.
info/.
5 Henry Deeb Gabriel, The UNIDROIT Principles of International Commercial Contracts: an
American Perspective on the Principles and Their Use, 17 Unit(erm L. Rev. 507, 511 (2012).
6 International Institute for the Unification of Private Law. 1926年ローマ に設立。 詳細や経緯
は同ウェ ブサイ ト 参照。
7 UNIDROIT ウェ ブサイ ト (URL: http://www.unidroit.org/) による。 ちなみにわが国は1954年 1
月 1 日に加入。
8 Antonio Gambara, Legislative Multilingualism and Comparative Law: a European Perspective,
17 Unit(erm L. Rev 407 (2012).
9 UNILEx デー タベースから も明らかで、 PICC 参照の事例や論文のほと んどが、 欧州企業関
連で、 学術論文も欧州 (英語と フ ラ ンス語) が多い。 
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知拡大のための方策についての考察 を試みる もので ある。 その方法と して、 ま
ず PICC の本質について検討 し、 比較衡量によ り 国際商取引におけ る統一規則
全体から見た位置づけや可能性について検討す る。 次に、 アメ リ カ におけ る国
際商取引の統一規則の現状 を認識す る。 次にアメ リ カ におけ る PICC の可能性
を探り 、 その普及プロセスについて考察 し、 認知度向上のための手法について
提案す る。 本論の結論は簡潔には次の通 り で ある。
グローバル商取引の分野においては、 それら を規律す る枠組みである法規則
について、 従来の一国内の枠組 (ハー ドロー) では、 質量と もに不十分な状況
で、 今後こ う した傾向は継続 し拡大す る と予想 される。 そ う した中でアメ リ カ
における国際商取引規則の普及が十分でない原因 と して、 単純にその利点につ
いての認識が不十分で あるこ と にある、 と考える。 ソ フ ト ローの利点である中
立性、 契約条項と して採択す る方法、 また国際商事仲裁におけ る PICC の優位
性などを取引当事者や、 業界や法曹関係者に十分に認識 して も ら う こ と が重要
で ある。 企業の多国籍化や複数の国にま たがる取引では、 主権国家の強制力
(ハー ドロー) の影響が相対的に減少 し、 将来の国際商取引 を規律す る主体は、
ハー ドローである CISG を補完す る ソ フ ト ローである PICC であり 、 今後の国
際商取引紛争の対処サー ビス主体と して最適な国際仲裁におけ る PICC 参照の
増大によ り 、 さ らに国際貿易の量的拡大によ る周知が漸進的に拡大す るであろ
う。 元来、 商慣習法は同業者間の取引慣習から発展 してお り、 国境を越えて機
能する存在である。 商取引規則の本質と して、 規律するルールは商慣習から構
成 される ソ フ ト ローが主体であるこ と は変わらない、 とい う認識に基づき アメ
リ カ での普及の方策を比較考察す るこ と が重要である。 
n . 商取引規則の国際的統一 の傾向
1 . 商学的観点からの国際商取引規則
商人 間 の規則 と し て 歴 史的 に は、 い わ ゆ る “Ie)c mercatoria ' '°ま た は
merchant law” ' ' (以下 「商慣習法」 と す る) が特定業界の団体では利用 され
てき た。 これら商慣習法は、 状況に応 じた柔軟性 をもっ た規範と して商学的に
10 詳細は次の文献参照。 Ole Lando, The Lex Mercatoria in International Commercial Arbitration,
34 h,tt '1 & Comparative Law Quarterly 747 (1985); Helen Hartne11, Living La Vida Lex
Mercatoria, 12 Unit(erm. L. Rev 733 (2007); Nikitas Hatzimihail, The Many Lives- and Faces- of
Lex Mercatoria: History of Genealogy in International Business Law, 71 Law & Contemporary
Problems 169 (2008).
11 詳細は次の文献参照、 Albert Thomas Carter, The Early History of the Law Merchant in
England, 17 Law Quarterly Review 232 (1901); Thomas Scrutton, General Survey of the History 
of the Law M erchant in Various Authors, Selected Essays In Anglo-American Legal H istory, vol.3
(Little Brown & Co., 1909). 
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は重要な役割 を果た してい るが、 一方法学的には批判 も多 く 、 いわゆる 「ハー
ドロー (hard law) 」 と いわれる強制力 を持つ国家法と の比較から、 商慣習法
のよ う な 「ソ フ ト ロー (soft law) 」 は不明瞭で恣意的、 とい っ た懐疑的な見方
も従来から多 く 、 特に法学者に多い '2。 国際商取引分野の代表的な ものと して
前者は CISG、 後者はPICC が該当するであろ う '3。
一般に、 CISG は条約で強制力があり 、 PICC はリ ステイ ト メ ン ト だから強
制力がない とい う よ う に、 国家法によ る強制力の有無が議論の根拠と されるこ
と があるが、 商学的観点からはこ う した区別にはあま り 意味がない。 確かに国
家法は主権国家の範囲内では判決執行までの手続きが、 - 国内において自己完
結可能な制度であるが、 グローバル商取引では、 そ う した一国内で紛争 を自己
完結 (解決) でき る、 とい う前提自体が成り立たない。 主権国家内の訴訟制度
によ り、 国内法を水平拡大 (類推適用) し判断 し執行する段階において、 外国
での判決執行は容易ではな く 、 司法判決の執行に関する国際条約もない。 要す
るにグローバル商取引では、 一国内での主権によ る強制力 とい うハー ドローだ
けでは執行の最終段階まで担保 されず、 ソ フ ト ローと の概念的区別 も、 分類上
は便利であるが、 商実務上は重要ではない。 逆にい う と 、 執行が担保 される制
度で あれば、 ハー ドロ ーで も ソ フ ト ロ ーで も、 ま たその組み合わせで も、 何で
もよい。 国際商事仲裁が現実に当事者から選好 され利用されてい る根本は、 い
わゆる ニ ュ ー ヨ ー ク 条約 '4 に よ り 、 その仲裁裁定の執行がグロ ーバルに担保
されてい るからに他な ら ない。
それでは次にソ フ ト ローである PICC の利用実態についてみていき たい。 
2 . PICC の利用分析
PICC は初版が1994年、 その後2004年、 2010年と版を重ねるにつれて条文内
容の実質的な改訂は行われるこ と な く 、 新項目の追加および若干の宇句修正と
い う形での対象範囲の拡大によ り発展 してきてい る'5。 PICC の採択やその参照
については従来は曖昧な表記であっ たが近年、 裁量が大きい裁判所や仲裁廷が
12 例えば次の文献参照、 Kenneth Abbott & Duncan Snidal, Hard and Soft Law in International
Governance, 54 Internat1ona1 0rgamzat1on 421 (2000); Anna Di Robilant, Genealogies of Soft
Law, 54 American Journal of Comparative Law 499 (2006); Matthias Goldmann, We Need to Cut
Off the Head of the King: Past, Present, and Future Approaches to International Soft Law, 25
Leiden J. of Int l Law 335 (2012).
13 ソ フ ト ロ ーの定義によ り 異な るが、 拙論では、 契約条件 と し て組み込まれて利用 さ れてい
る特定分野の規則な ど (ICC の Incoterms, UCP) ではな く 、 契約一般原則に関す る広 く 民商
法におけ る対比と して挙げてい る。
14 「外国仲裁判断 の承認及 び執行 に 関す る 条約」 “Convention on the Recognition and
Enforcement of Foreign Arbitral Awards” 昭和36年 7 月14 日条約第10号。 
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その適用や解釈の程度問題 を回避 し、 よ り当事者の意思に沿 う よ う 、 PICC の
参照に関す る当事者の意思 を明確にす るため 4 種類の採択 ・ 参照 を想定 した
PICC モデル条項まで も作成されてい る'6。
ハー ドローである CISG と比較すると、 UNCITRAL (国連国際商取引法委員
会) 作成の CISG は1980年に完成 ・ 1988年に条約と して発行 してい るが、 その
後の改訂は一度もない。 また CISG の構成条文原案は、 UNIDROIT 作成の1971 
年 ULS, ULIS'7 であるこ と から、 CISG が前提とする国際商取引の状況は1960 
年代であり 、 約50年 も前の状況である。 民商法の骨子は頻繁に変わる ものでは
ないが、 変化に対応でき る柔軟性 も合わせて必要と され、 PICC がそれに相当
す るで あろ う。
それでは PICC がどの地域で、 どの条文が良 く 参照されてい るかのデー タ に
ついて以下、 見ていき たい。 
3 . PICC の地域別利用分析
UNILEX のデータベースに基づ く 裁判 ・ 仲裁廷におけ る報告事例に関する論
文に基づき以下、 論 じ る'8。
申立件数は、 1994年から2011年までの間に277件で、 年間10-22件程度の微増
状態で推移 し、 申立人の地域別 (254件) には、 欧州西側地域が全体の47.9% 
を占め、 欧州東部地域 (ロ シア含む) 17.4% 、 アジア地域 (オース ト ラ リ ア ・ 
ニュージーラ ン ド含む) 13.1%、 北米地域 (アメ リ カ ・ カナダ中心) 8.5%、 中
15 PICC1994年版では、 全 7 章であっ たが、 2004年版では、 Set-off (Ch 8), Assignment of Rights,
Transfer of Obligations, Assignment of Contracts (Ch 9), Limitation Periods (Ch ic), Authority of
Agents (Ch 2 Sec.2) が追加 され全10章と なり 、 2010年版では、 追加項日と して illegality, condi-
tions, restitution in failed contracts, plurality of obligers and obligees, 文言修正 と して general 
provisions, the grounds for avoidance, termination がある。
16 PICC の当事者採択 ・ 参照について従来では、 契約書に採択するよ う促す内容程度のもので
不十分で あっ たため、 仲裁廷や裁判所の当事者の採択について裁量が大きい こ と から、 準拠
法と して、 契約条件と して、 CISG の解釈実行手段と して、 準拠法と なる国内法の解釈 ・ 補足
手段 と して、 の 4 種に分類 さ れ、 当事者が選択で き る よ う になっ てい る (UNIDROIT ウェ ブ
サイ ト )。 経緯や詳細は、 M ichael Joachim Bonell, Model Clauses for the Use of the UNIDROIT
Principles of International Commercial Contracts, 18 Uniform L. Rev 473-489 (2013) 参照。
17 ULIS, ULS の経緯詳細については、 拙論 「CISG における商慣習の解釈」 外国学研究75、 13,
14-16頁 (神戸市外国語大学、 2010年 3 月) ; 沢木敬郎 「ヘーグ売買続一法における国際私法
の排除および1955年へ一 グ売買国際私法条約」 比較法研究第30巻111 頁 (1969年、 比較法学会)
参照。
18 UNILEx デー タベース冒頭において、 PICC を参照 ・ 引用 さ れる多 く は非公開の仲裁廷で
あるため、 当デー タベースで集積 さ れない事例も多い、 と の注意書き がある。 ま た本論のデー
タは、 次の論文によ る。 Aldo M ascareno & Ekuba Mereminskaya, The making of world society 
through private commercial law: the case of the UNIDROIT Principles, 18 Unif iorm L. Rev 447-
472 (2013). 
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南米地域8.1 % 、 中東地域3.1 % 、 アフ リ カ地域1 .9% と なっ ている。 欧州の西部
と東部を合わせると全体の65.3% を占め、 欧州での認知度の高さが うかがわれ、
一方の大国アメ リ カでの認知度は、 世界の貿易量に占める割合から も低い、 と
い え る。
ま た申立人 と被申立人の地域別統計の分析によ る と '9、 純粋な国内事例で
38.1% 、 地域内 (intra-regional) が22.2% 、 地域間 (inter-regional) が39.7% で
ある。 これは純粋な国内取引や各地域内の取引 を合わせると60% が同一 国内や
同一地域内取引において PICC が高い割合で参照されてい る現状がみられ、 い
わゆる地域をまた ぐ国際商取引は40%程度である。
これを若干詳細に見てみると (255事例) 、 欧州西側地域では、 同一国内33.3 
%、 地域内29.3%、 地域外37.4% と なっている。 欧州束部地域も、 同一国内41.9 
% 、 地域内27.9% 、 地域外30.2% と類似の傾向がみられる。 一方、 北米地域で
は、 同一国内13.6%、 地域内4.5%、 地域外81.8% と なっ てお り、 以上のデータ
から、 欧州では同一 国内や欧州地域内での PICC 参照事例が多 く 、 一方の北米
地域では同一国内で PICC 参照事例はほと んどな く 、 地域外貿易の際に参照す
る事例が圧倒的に多い。 ちなみにア ジア地域と ラ テ ンアメ リ カ地域では類似の
傾向がみられ、 同一国内で66.7%、 地域内が9-14% など、 ア ジア地域やラ テ ン
アメ リ カ地域では同一国内での取引で PICC 参照事例が高い。 これは PICC の
日的の一つにあるよ う に、 開発途上国で法整備が不十分な国に民商法の規範を
提供す る とい う趣旨に も合致 し、 利用が多い ものと 思われる。
また地域外取引 を詳細に見てみると (253事例) 、 欧州西部地域は、 対欧州東
部地域が16.4% 、 対ア ジア地域8.1 % 、 対北米地域4.1 % と なっ てい る。 欧州東
部地域は、 対欧州西部地域57.1 % 、 対北米地域及び対ア ジア地域は各14.3 % と
なっ てい る。 こ れらデータ から、 欧州内では西部束部の分類がある ものの、 統
合すればほぼ欧州内での取引で PICC 参照の割合が高い、 といえる。
これら地域別の現状デー タから、 北米、 ラ テ ンアメ リ カ、 アフ リ カでの参照
例が低い理由 と して、 社会学的な説明によ る意見も ある2°。 特に北米地域では、
単に PICC の存在を知ら ない こ と 、 また CISG は条約と して批准 され強制力 を
もつが、 PICC は契約法リ ステイ ト メ ン ト の様な もの、 単に外国法と の理解か
ら無関心、 と い う2'。 またラ テ ンアメ リ カでは当事者の準拠法選択が自由に認
められず、 契約締結地での履行が原則で、 国際商取引の実情が考慮されてお ら
19 Id at 453-457.
20 Id at 457-458.
21 Peter Fitzgerald, The International Contracting Practices Survey Project, 27 Journal of Law and
Commerce 1, 34 (2008). 
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ず不便で あるため、 当該地域での統合が試みられてい る、 とい う22。
また PICC 条文文言の意味論上の問題 も指摘されてい る23。 具体的には PICC 
で も 重 要 な概念 で あ る 「信義誠 実 “good faith”」 と 「公 平 な 取引 “ fair 
dealings”」 い う文言について、 これは常に全世界の状況に当てはま らない、 と
い う。 こ れらの概念自体が多種多様に解釈 され う るが、 商取引 を取り巻 く 状況
が、 具体的には先進国のよ う に、 歴史的に積み重ねられた制度が組織化 され安
定 して運営されてい るこ と が前提にある、 とい う。 まだまだ契約、 信用、 時間
な どに対す る真摯な概念が歴史的にも十分に育まれていない、 安定的に蓄積さ
れていない地域では、 例えば継続 した中長期的な展望のない一 回限り の商取引
がまだ主流の地域では、 全面的な採択は難 しい。 「買主、 注意せよ (Caveat 
emptor) 」 がまだ格言と して機能 してい る地域がまだまだ多 く ある。 またイ ス
ラ ム圈では宗教的教義との調整の問題 も ある24。
また PIc c の普及利用率が低い地域において、 商取引規則の統一 の具体的な
動向も見られてい る点も興味深い。 例えばアフ リ カ では、 0HADA25 は、 PICC 
を基礎と した統一法草案の作成を UNIDROIT へ依頼 してい る26。 中東地域では
欧米 との国際商取引の増加 とい う 現実において、 紛争発生時の法的制度 を準拠
法とす るこ と には宗教上の抵抗があるため、 西側諸国ではな く 特定国に属さ な
い商取引規則である PICC は中立的手段で好ま し く 受け入れられやすい、 との
考え も あ る27。 ア メ リ カ におい て も 、 現在 ALI ( ア メ リ カ 法律家協会) 28 と
IDROIT は国際商取引紛争 (transnational commercial disputes) におけ る手
22 Carlos Vazquez, Regionalism versus Globalism: A View from the Americas, 8 Unif iorm L. Re、l,.
63 (2003).
23 Mascareno & Mereminskaya, supra note 18, at 457.
24 イ スラ ム法は単な る法ではな く 、 神の言葉で あるため、 法的 な合理性のみでは解決でき な
い と い う 。 Kilian Balz, Islamic Law as the Governing Law under the Rome Convention:
Universalist Lex Mercatoria versus the Regional Unification of Law, in Eugene Cotran & Martin
Lau eds., Yearbook of Islamic and Middle Eastern Law・ 2001-2001, at 73, 84 (Brill Academic
Pub 2003).
25 The Organisation pour 1'Harmonisation en Afrique de Droit des Affaires.
26 Marcel Fontaine, The Draft OHADA Uniform Act on Contracts and the UNIDROIT Principles 
of International Commercial Contracts, 9 Unit〔erm L. Rev. 573(2004); Samuel Kofi, The
UNIDROIT Principles of International Commercial Contracts and the Harmonisation of the 
Principles of Commercial Contracts in West and Central Africa, 9 Unit(erm L. Rev 269 (2004);
Clair Dickerson, ' 0HADA's Proposed Uni form Act on Contract Law, 13 European Journal of
Law Reform 462(2011).
27 Bijan Izadi, Harmonisation of Commercial Contract Law in ECO Region: A Role for the
UNIDROIT Principles, 6 Umform L. Rev 301(2001); Bashar Malkawi, Prescription in Arab Civil 
Codes and the UNIDROIT Principles of International Commercial Contracts of 2004: A
Comparative Analysis, 20 Bond L. Rev 82 (2008).
28 American Law Institute. 
102 中村 嘉孝
続法に関す る統一原則について、 共同 して作成 してい る段階にある29。 
4 . PICC の社会制度および産業部門別の傾向
社会制度別 (by social system) にどの程度 PICC を参照 してい るかのデー タ
(275事例の分析) では3°、 経済 (商品、 不動産、 エネルギー等) 67.3%、 金融
(株主 ・ 年金基金、 銀行等) 9.5%、 科学技術 (知的財産権の移転やソ フ ト ウエ
アのライ セ ンシング等) 7.3% 、 司法 (仲裁地、 契約の解釈等) 、 健康 (衛生、
歯科等) 4.7%、 マ スメ デ ィ ア ・ 芸術 (放送、 広告、 音楽等) 2.5%、 観光 (ホ
テル、 クルーズ船) 2.5%、 軍事 (軍用機器等) 1.5%、 スポーツ1.5% と なっ て
い る。 社会制度は、 当該国 ・ 地域の経済発展段階と大き く 関係 してお り 、 経済
が発展す るにつれて国際商取引が量的に増加 し質的にも多様化 ・ 高度化する傾
向にある。 現状では物品売買が多 く を占めてい るが、 グローバルに経済が高度
化 ・ 富裕化するにつれてサー ビス、 科学技術の提供 ・ 提携、 観光などの割合が
高ま る と予想 される。
また産業別では、 原材料に関する第 1 次産業では、 年間2.2件程度、 第 2 次
産業は同7.5件、 第 3 次産業は同5.5件と なっ てお り 、 製造業の割合が高く 、 原
材料の部門は低い3'。 これは、 商品の紛争の場合、 国家法や国際法 (CISG 等) 
を補完 ・ 解釈する道具と して PICC の利便性が認知され拡大す る傾向にある、
と もい えるだ ろ う。 一方第1次産業は、 国家の政治戦略的影響 を受けやす く 、
論理よ り 現実の経済的利益や政治外交が優先 される分野であるため、 PICC の
様な ソ フ ト ローはあま り有用でない、 とい えるだ ろ う。 またサー ビス分野では、
まだ国際的な統一規則があま り ない現状から32、 PICC 利用の可能性は十分にあ
る。 ただ特定性 ・ 専門性が高い分野においては、 契約一般原則である PICC は、
その活用において一 定の限界がある。
これらから製造業が発達 してい る欧州において PICC の利用が多 く 、 一方あ
ま り盛んでないアフ リ カ、 中東、 南米な どの各地域では PICC の理由が少ない
要因がある程度導かれるであろ う。 こ れはまた、 今後製造業が発展す る余地が
大きい これらの地域において、 PICC 利用の可能性が拡大 し、 また欧州では知
的財産権な ど、 専門的取引条件を支える契約一般原則と しての PICC 利用の可
29 Michele Taruffo, Harmonisation in a Global Context: The ALI/UNIDROIT Principles', in
Xan a amer & Remco van ee eds., Civz zfzgafzo zn a G o afzszng or 207 (Springer,
2012).
30 Mascareno & Mereminskaya, supra note 18, at 459-460.
31 Id at 460-461.
32 UNIDROIT Conventions on factoring and leasing等、 必要に応 じ特定取引に関する規則が徐々
に整備 さ れつつ ある。 
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5 . 訴訟 ・ 仲裁での PICC の参照傾向
1994年から2012年の間の274件について、 当事者や裁判 ・ 仲裁廷がPICC を合
法的な法 (legitimate law) と して受け入れてい る事例は、 一部容認や全 く 認め
ない事例の年間各 2 件以下と比較すると、 8 件から16件へと一貫 して増加 して
いる。 国内事例を PICC の参照で解決する件数は、 訴訟114件、 仲裁168件あり、
PICC の前文 (Preamble) の 「国内法 を補足す る手段と して一」 の通 り に機能
し てい る33。
PICC の受け入れ程度について、 訴訟では PICC の全面的受入れ78.1%、 一部
受入れ14.9% 、 受け入れない7.0% 、 仲裁では全面的受入れ85.7% 、 一部受入れ
4.2% 、 受け入れない10.1% と なっ てお り 、 さ らに詳細に見る と、 国内法の補足
と して51.1%、 国際法の補足と して16.7% 、 契約の準拠法と して16.7%、 契約
の解釈 と して9.9% 、 コ メ ン ト での言及が5.7% と なっ てい る34。 こ れ らから、
訴訟および仲裁廷におけ る PICC の認知度は一定レベルにはある、 と いえ るで
あろ う。 
6 . PICC 参照の条文傾向35
PICC の各章 (全10章) の参照傾向を多い ものからみると 、 第 7 章の契約不
履行 (Non-Performance) で あり 、 特に不完全な履行や履行遅延 を含む、 契約
上の義務に関する不履行が32% と最も多い。 これは契約上の相手方の履行への
不満に起因 し てい る ため、 あ る意味当然の項日 で あ る。 特に契約の解除権
(Art 7.3.1) 13%、 損害の全額補償 (Art 7.4.2) 8 %、 支払遅延金利 (Art 7.4.9) 
16.7% と なっている。
次に多い ものは、 第 4 章の解釈 (interpretation) 19.2% で あ り 、 う ち特に当
事者の意思 (Art 4.1) 30.9%、 取引に関係する状況の解釈 (Art 4.3) 22.7%、 書
面の解釈 (Art 4.2) 14.4% 、 がある。 こ こ では当事者自治の原則36 と契約自由
の原則が具体的に反映される事項で、 当事者自治の尊重を基に した契約条件に
関す るこ と につき 、 「合理人 (reasonable person) 」 の観点から解釈す る、 と い
う こ と にな る。 こ こ での合理人とは、 同等の言語能力、 専門知識および経験が
33 Id at 464.
34 Id at 464-465.
35 Id at 466-467.
36 Michael Bone11, Soft Law and Party Autonomy: The Case of the UNIDROIT Principles', 51
Loyola L. Rev 229 (2005). 
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ある前提で、 具体的には当該取引の交渉過程、 過去の取引慣習、 両当事者の行
為や共通の認識等の点から解釈される。
次に多いのは、 第 1 章 (一般原則) 12.1% で、 う ち特に信義誠実と公平な取
引 (Art.1 7 Good faith and fair dealing) が74% を占めてい る。 こ の規定はそ
の他の章お よび PICC の規定を横断的に適用 される もので あり 、 PICC の特徴
である。 次いで第 2 章 (契約の成立と代理行為) 10.3%、 また PICC 全般 (個
別の条文ではない) 8.5% と続 く 37。 PICC 全般では、 国内法も し く は国際法に
基づ く 判断を支持す る PICC の内容を提示 したり してい る。 こ の国際法では、
PICC と密接な関係がある CISG が73件36.3% と多く を占め、 次いで ICC Rules 
of Arbitration では39件19.4%、 PECL38 が33件16.4% と なっている。 
7 . 信義誠実と公平取引の原則
PICC では、 予想外の事態が発生 した場合に必ず参照される項日とい う公式
が出来上がり つつ ある39、 と い う。 現実の多様に細分化 さ れた グロ ーバル社会
全体でみると、 変動が激 しい断片的な相反する偶発的事象の多 く が契約当事者
を多様な関心へ駆り立て、 それら リ スク を包括す る ものと してこ の二つの概念
が利用 さ れてい る よ う で ある。 特に関連す る法理 と し て、 force m cure, hard- 
ship, relevant mistakes, intension of the parties, revocation, partial performance, 
interference by the other party, partial assignment of a monetary sum がある。 
これらは PICC の信義誠実と公平取引の二つの原則に基づいてい る4°。
こ れら基準を現実的な判断指標とす るためには、 契約上不満の基準と その手
順について明確にす る必要がある。 Art. 7.4.9 (支払なき場合の金利) は 3 番
目に、 Art 7.3.1 (契約終了の権利) は 5 番目に多 く 参照されてい る条項であり、
後者の条項では原始的な不履行 ( fundamental non-performance) とは、 相手当
事者の期待 を奪う こ と 、 重大な履行条件の不履行 (例えば引渡 し遅延) また意
図的な不履行などがある。 また前者の条項では相手当事者の期待を裏切らない
よ う 、 不履行の際の罰則に近い金利 を課 した り 、 損害拡大に対 して補償を課 し
た り して対応 してい る。
グローバル商取引の範囲が拡大 し取引内容も複雑化するにつれ、 既存のいわ
ゆるハー ドローでは規定 し えない事態が急拡大 してい る現状がある。 そ う した
37 Mascareno & Mereminskaya
”
supra note 18, at 468.
38 Principles of European Contract Law.
39 Mascareno & Mereminskaya
”
supra note 18, at 468.
40 International Institute for the Unification of Private Law, UNn )RO「「 Principles of International
Commercial Contracts 19 (3rd ed 2010). 
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現実ではハー ド も ソ フ ト も な く 、 問題の合理的解決と その基準の定型化の確立
で ある。 具体的にはハー ドローと ソ フ ト ローの一体的運用の強化によ る現実的
紛争処理に解決手段 を提供す るこ と にある。
以上から実証的分析から も PICC の骨子は、 信義誠実と公平取引の原則であ
る こ と が導かれるだ ろ う。 しか しこ の概念はコモ ンロ ーにはない。 そのため特
にアメ リ カで PICC の普及 ・ 認識が低い原因の一つにあるのではないかと考え
る。 次章ではアメ リ カの現状についてみていき たい。 
第 3 章 アメ リ カにおける PICC
1 . PIc c 普及の現状
PICC が1994年に公表されて以降の2012年までの18年間で、 PICC に言及 した
ア メ リ カの事例は 2 件で あ り 4'、 さ ら にその ど ち らの事例におい て も PICC の
実体的な規定に言及 してい ない。
第一の事例である The M inistry of Defense and Support for the Armed Forces 
of the Islamic Republic of Iran v. Cubic Defense Systems, Inc.42 では、 裁判所
は 「外国仲裁判断の承認及び執行に関する条約」 に基づき仲裁裁定の確認と執
行 を求められた事例で ある。 こ こ では ICC 仲裁廷が、 国際商取引法 (interna- 
tional commercial law) の法源 と しての PICC 参照は、 仲裁廷の権限を逸脱 し
てい る、 とい う手続き上の主張がな された程度で、 PIc c 条項の適否が検討 さ
れた り 、 アメ リ カ法におけ る PICC の位置づけについて検討 された り したわけ
ではない。
第二の事例である Krstic v. Princess Cruse Lines43 において も、 裁判所はニュー
ヨーク条約に基づき仲裁裁定を履行す るよ う求められた事例である。 当該事例
では、 一方当事者には契約の条件を巡る実質的な交渉力がなかっ たため、 アメ
リ カ国内法上および PICC の公平原則 (the doctrine of fairness) に照ら して も
不法で ある (unconscionable) と して、 仲裁裁定の執行に異議申 し立てがな さ
れた。 当該問題について裁判所は、 交渉力欠如は仲裁合意の抗弁にはなら ない
と す る判例44 を引用 し、 裁判所は先例に拘束 さ れる こ と を指摘 し、 国内法や
PICC が現行法を覆すこ とはない、 と した。 この事例で裁判所は、 PICC の公平
41 Henry Doch Gabriel, supra note 5, at 507.
42 United States District Court for the Southern District of Cali fornia, 29 Federal Supplement 1 168
(1998); UNILEX データベース. http://www.unilex.info/case.cfm?id=652.
43 706 Federal Supplement 1271 (United States District Court for the Southern District of Florida,
2010); UNILEX データベース http://www.unilex.info/case.cfm?id=1526.
44 Bautista v. Star Cruises, 396 Federal Reporter 3d, at 1289 (United States Court of Appeals for 
the 11'h Circuit, 2005). 
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原則 と アメ リ カ国内法によ るそれと の相違 を検討 した り 、 仲裁合意その他の契
約条項を無効とする十分条件を検討 したりするこ とはなかっ た。
以上の 2 件について、 PICC の規定内容 を検討 した り 、 また PICC と アメ リ
カ法と の関係な どについて議論 した内容ではないため、 アメ リ カ司法が PICC 
を どのよ う に評価 し取り扱っ てい るのかについては、 明確ではない。 その他一 
件、 こ れは裁判ではな く 行政判断であるが、 アメ リ カの投資家がアルゼ ンチ ン
への投資案件45 で、 契約の成立 をめ ぐ り 、 海外民間投資会社 (the Overseas 
Private Investment Corp) 46 は PICC Article 2.1.1. を引用 し、 契約は申込みと 承
諾行為で も成立する、 との判断を示 した。
ま た PICC に言及 し た仲裁事例は、 そ も そ も仲裁は非公開で そのほと んどが
UNILEX に報告 されないため、 アメ リ カ で PICC に言及 した仲裁事例は報告さ
れてい ない47。 以上のよ う な現状から、 アメ リ カ におけ る PICC 普及の可能性
について以下検討 したい。 
2 . PICC利用の利点
国際商取引紛争において PICC が有利になる利用方法と しては、 二つある。 
ーつは、 準拠法選定の法手続き回避、 も う一つは補完機能である。
前者について、 国際商取引紛争において複雑な問題の一 つ と して、 準拠法の
選定がある。 こ れは管轄国の国際私法によ り判断 される こ と と な るが、 こ う し
た手続き問題に費や される膨大な コ ス ト を回避でき る ものと して、 PICC を採
択 ・ 適用す る、 と い う利用方法がある。 こ れは PICC の前文にある通 り 48、 当
事者の意思によ り 様々な方法で採択でき る。 元来、 PICC は物品売買に関す る
国際商取引契約におけ る指針の提供 を目的と して作成されてお り、 国内取引、
物品売買以外 (サー ビス ・ 技術等) 、 ま た対消費者での利用は想定さ れてい な
い49。 その理由は、 当事者の専門分野に関す る精通性の格差や、 サー ビス取引
等を含めると その対象範囲は膨大にな り 、 かつ専門性が高度化す るため規律 し
えない、 と い う 実情のためと 思われる。 そのため PICC を利用す る当事者は同
45 www.uniiex.info/case.cfm?id=1125
46 アメ リ カ政府の海外直接投資 を促進する政府組織。
47 ちなみに UNILEX データベースでは国 ・ 地域別に判例等検索が可能で あるが、 日本につい
て PICC を参照 した判例や仲裁例は報告されていない。
48 The Preamble: 1 . 両当事者が準拠法と して PICC の採択に合意する場合 2 . 当事者の契約
が、 契約一般原則 (general principles of law) や商慣習法 (lex mercatoria) によ ると の同意が
ある場合 3 . 当事者が準拠法に関 して合意がない場合 4 . 国際統一法 を解釈 も し く は補足
のための利用 5 . 国内法の解釈や補足に利用 6 . 国内法および国際法の立法化モデル法と
しての利用。
49 ただ し前文 6 の規定のよ う に、 国内立法化のためのモデル法と しての利用は除く 。 
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程度の知識がある同一 業界の継続反復的な取引 を想定 してい るため、 その取引
に関す る相手方の期待 もほぼ同様な ものと な る。
それでは以下、 当事者の PICC 利用形態に分けて検討 していき たい。
① 当事者の明示によ る利用
当事者が明文の PICC 利用の意思表示によ る方法で ある。 ただ しこ れには、
特に裁判においては管轄国の法に定める準拠法選択の制限範囲内での利用と な
る。 中南米等において も当事者の準拠法選択には一定の制約が課せられるが5°、
アメ リ カにおいて も、 当事者の準拠法選択は、 当該国の法が裁判管轄と合理的
関係がある場合にのみに限定 さ れる5'。 仲裁ではあま り 問題にな ら ないが、 裁
判では PIc c を準拠法と指定 した当事者の明示の意思表示があっ て も、 PICC 
はハー ドローでないため、 準拠法とはな り えず、 従っ て裁判所がどのよ う に扱
う か、 とい う疑問の余地は残 される。 法理論的に当事者合意の PICC を排除、
とい う こ と には現実には難 し く 、 おそ ら く PICC を契約条件の一部と して扱わ
れ るで あろ う 52。
② 契約一般原則によ る利用
契約社会のアメ リ カではあま り想像され難いが、 当事者が明示的に契約一般
原則によ る、 との表現によ り採択する方法がある。 UNILEX において も訴訟で
の事例はな く 、 仲裁でい く つかある程度で53、 おそ ら く アメ リ カの裁判所は、
CISG のハー ドロ ー を基盤に、 その解釈におい て PICC を参照す る、 と い う構
成にな る と 思われる。
③ 準拠法の解釈 ・ 補足規定と しての利用
国際商取引慣習の解釈と して仲裁で利用 された例はあるが、 裁判では報告さ
れた事例はな く 、 欧州においてだけで な く 、 コ モ ンロ ーのアメ リ カ54 で も今
後、 こ う した採択方法はないだ ろ う。 今後 UCC におけ る国際商取引の解釈 ・ 
補足規定と しれ利用 される可能性は大いにある と思われる。
④ PICC 利用が契約に明示されていない場合の利用
法的に現実性は低 く 、 仲裁で 3 件の報告事例があるが、 裁判ではゼロ で あ
る55。 裁判においては、 管轄地の国際私法によ り 準拠法 を決定 し、 その準拠法
50 本論第 2 章 2 ( 6 - 7 べ一 ジ) 脚注22文献参照。
51 UCC§1-301(b). UCC では、 アメ リ カ国内取引の準拠法 (州法) に制限があるため、 国際取
引ではよ り厳 しい制約がある ものと 思われる。
52 UNCITRAL や UNIDROIT といった国際的な政府機関に準 じる組織の規則や、 貿易規則など
の法律ではない専門規則 (non-legal codes) が含 ま れ う る、 と い う (UCC§1-302 Official
Comment 2)。
53 例えば、 www.unilex.info/dynasite.cfm?dssid=2377&dsmid=13621 &x=1 .
54 Louisiana州 を除 く 。 
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の規定に よ り 、 例えば加入国で明示の排除規定がなければハー ドロ ーで あ る
CISG を適用す る、 とい う方法が一般的と考え られる。 そのため裁量の余地が
広 く ない裁判では、 当事者の言及が全 く ない PICC を適用す る、 とい う事例は
ほと んど想像でき ない。 一方仲裁では裁量の余地が広いため、 こ の方法によ る
利用の可能はある。
以上の具体的な方法が想定されるが、 現状ではアメ リ カの当事者は PICC に
つい ての認識がそ も そ も欠落 してい る56。 そのため普及のためには、 実利的 な
利点を紹介 し広めるこ と が着実な方法である。 利点について、 第一は、 中立的
規則である、 とい う点がある。 モデル法と しての利用 も想定 した う えでの起草
で ある、 とい う背景から も中立性があり 、 またある程度自己完結的な体系 を備
え、 かつ特定国の提案とい う経緯で もないため、 売主買主のどちらか一方の利
益と な るよ う な偏向的内容ではない、 とい う点がある。 アメ リ カ国内取引では
類似のものと して、 相当す る ソ フ ト ローである有名な契約法リ ステイ ト メ ン ト
があ り 、 その国際版 と の解釈が可能で ある57。 実際にロ シア連邦国際商事仲裁
裁判所所長は、 ロ シアの判事、 仲裁人、 当事者は外国法であれば外国に有利で
ある との警戒心を持 ち抵抗感が高ま る可能性があるが、 超国家的な普遍的規則
で ある こ と がその経緯から明確な PICC は普及浸透 しやすい、 と い う 58。 ま た
これは契約一般原則ではないが、 例えば ICC の Incoterms や UCP は貿易業界
では契約条件の一部と して、 特定の業界では従来から一貫 して超国家的に利用
されてい る。
次にアメ リ カにおけ る商取引法と PICC との相違についての認識 を次節にお
いて確認 していき たい。 
3 . アメ リ カ商取引法と PICC の比較
① 基本構造と法概念等の相違
アメ リ カ商取引法と は、 制定法と判例の蓄積をいい、 さ らに商取引法はその
ほと ん どが連邦法ではな く 州法で あるため、 現実には州際取引 を束ねる UCC 
と判例が中心と な り 、 こ れらは コモ ンロ ーの伝統に基づ く 59。 一方 PICC は特
55 Henry Deeb Gabriel, supra note 5 , at 518 n 39.
56 Peter Fitzgerald, supra note 21, at l -34.
57 PICC と アメ リ カ契約法リ ステイ ト メ ン ト と の比較は、 前者は国内法などの既存の法体系に
縛 られずに先進的な内容で合理性に貫かれた規定にな り がちで あるが、 後者は既存の国内法
の範囲内で、 実例のエ ッセ ンス を文宇通 り 「再記述する」 点等が異なっ てい る と い う。 ただ
PICC 作成に当た り、 アメ リ カ契約法リ ステイ ト メ ン ト が参考に さ れ、 その形式が採用 されて
いる (Bone11, An International Restatement of Contract Law 9-25 (2d ed.1997).
58 A.S.Komarov, The UNIDROIT Principles of International Commercial Contracts: A Russian
View, 1 Unit(orm. L. Rev 247, 250 (1996). 
アメ リ カにおける国際商取引統一規則の諸問題 109 
定国家の伝統の上に作成 されたものではないため、 コモ ンローの伝統的概念が
ない も のがあ る6°。 例えば代表的な も のと して、 “the state of frauds ' と “the 
parole evidence rule ' の二つがあ る6'。 また当事者の意思解釈については、 PICC 
は客観主義的な傾向がみられる62。
ア メ リ カ に あ り PICC に ない大き な もの と し ては、 「担保 “warranty '」 があ
る。 両者 と も に契約に合致 した商品の引き渡 し義務の規定があるが、 UCC で
は適商性 (merchantability) の明示 ・ 黙示の保証規定があり 63、 一方 PICC では
類似す る規定と して、 合理的品質での履行64 や、 特定日的達成の義務65、 があ
る。 UCC では売主の担保義務免除の合意は認められていない。
ま た大 き な相違 と し て は、 PICC の骨子 で も あ る “good faith” と “ fair 
dealing” の概念がアメ リ カ にはない。 コモ ンローからす る と 、 どのよ う に も解
釈でき る条文は無意味で恣意的に用い られる危険性があるこ と から、 UCC で
は基本的に否定されてい る66。 PICC では主観的ではな く 、 客観的な基準が要求
さ れ、 具体的には、 矛盾 し た言動 (inconsistent behavior) 、 こ れは コモ ンロ ー
の衡平法的禁反言 (equitable estoppel) での解釈が、 ある程度可能になるので
はないかと 考え る。
② 契約の成立
ほぼ同様の規定で あるが、 PICC にはコモ ンローの約因 “consideration” の概
念がない。 また承諾の効力発生時期は PICC では到着主義67、 アメ リ カでは発
信主義68 と の相違があるが、 ITC の発達 した現代では将来的に CISG や PICC 
の規定通り到達主義に集約されるであろ う。
③ 重大な契約不履行
PICC には 「原始的不履行 “fundamental non-performance '」 の場合は履行の
中断が認めら れ る が69、 コ モ ン ロ ーでは相当す る概念 と し て 「重大 な違反
59 Henry Doch Gabriel, supra note 5 , at 522.
60 普遍的な法体系が可能か否かについては、 次の文献参照。 F. Ferrari, Universal and Regional
Sales Law: Can They Coexist?, 8 Unit(erm L. Rev. 177 (2003).
61 アメ リ カが批准 してい る CISG に も こ の二つの概念の規定はない。 ただ当事者が CISG を明
示的に opt out でき る。
62 PICC Art 4.1, Art 4.2では、 階層的に列挙 さ れてい る。 ア メ リ カ で も同様の規定がある。
(Restatement (Second ) of Contracts§201(1).
63 UCC§2-313 & 315.
64 PICC Art 5.6.
65 PICC Art 5.4(1).
66 例えば UCC 1-201(20)(Henry Doch Gabriel, supra note 5, at 527 n 78).
67 PICC Art 2.3 (1).
68 Restatement (Second) of Contracts§63.
69 PICC Art 7.3 (1). 
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material breach”」 がある。 こ れ も規定内容に微妙な相違があるが、 実務的に
は、 個別や業界取引において何が 「重大な不履行」 に該当す るかを取り 決める
こ と で、 概念の乖離問題 を回避でき る。 この不履行については契約の重要な内
容で あるため、 後に国際的な比較 と して検討す る。
⑤ 損害賠償
コモ ンローと PICC では、 損害賠償の権利やその算定方法、 また予見可能な
範囲に限定 さ れる な ど多 く は共通 してい るが、 PICC では人的損害 (personal 
injury loss) の規定や7°、 予見可能性について も主観客観の両方の基準が必要と
さ れ る。
⑥ 出訴期限
PICC では債務者 (履行義務者) が履行義務について知つていたか、 も し く
は知るへき で あっ た時よ り 3 年の出訴期限を設定 してい る7'。 一方アメ リ カ法
では、 出訴期限は各州の制定法によ り 規定さ れてい るため、 PICC と 競合 した
場合には現実的に どの様な解釈や対応と なるか微妙である。 裁判では準拠法と
なる州法に従 う こ と予想 されるが、 仲裁ではどのよ う な判断や扱いになるのか、
仲裁人の裁量に大き く 左右 されるこ と になるだろ う。 
4 . 契約不履行に関する救済手段の国際比較
契 約 義 務 の 不 履 行 (non-performance of obligations) の 文 言 “non- 
performance ' は契約上の義務について履行 しないこ と、 不完全な履行とい う意
味で幅広い概念であり、 コモ ンローではほぼ 「契約違反 “breach of contract”」
に相当す る72。 こ の 「違反か否か」 の判断は現実には主観的な要因が多 く 、 客
観的には、 契約条件の明示的、 黙示的、 取引交渉過程、 過去の取引、 業界の標
準約款や商慣習等、 様々な指標を複合的に、 個別事例をめぐ り 検討 し判断され
るため、 幅広い概念を表象す る “non-performance” が適切であろ う。 コモ ンロー
の概念では、 “alt er nothing” の感覚が残影 さ れてい るよ う に感 じ られるが、
紛争にな る事例では、 一方当事者の認識の 「履行」 が、 他方に と っ ては 「不完
全な ・ 勘違いの履行」 とい う履行水準の乖離 ・ 程度の問題 とい えるであろ う。
契約上の義務の不履行について主と して三つの対応があり。 第一 に、 一定の
条件に基づ く 特定履行 “specific performance”、 第二に、 損害賠償請求、 第三
に、 契約の終了、 がある73。 現実的な対応 と しては、 不十分な履行や部分的な
70 PICC Art. 7.4.2 (2).
71 PICC Art.10 2.
72 実際に英米法の代表的な辞書 Black 's Law Dictionary には “non-performance” の項目はな く 、
“breach of contract” の項目は存在する。 
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一部履行等では、 代金の清算調整や、 支払期 日経過に対する金利支払いな どの
方法がある。 CISG では契約の無効に関す る条文があるが74、 「無効」 は契約自
体が当初から存在せず、 全当事者 を契約以前の 「原状回復 “restitution”」 に戻
すこ と と な り 、 履行義務の多 く や一部を既に履行 してい る状態の場合には、 現
実的には無理がある75。 PICC では、 契約の終了 (termination of contract) と い
う 表現 を用いてい る76。 ちなみに PECL も同様の表現を採択 してい る77。 
IV. おわり に
アメ リ カの企業 ・ 法律家におけ る CISG および PICC などの国際商取引規則
に関する認識は驚く ほど低い。 ただ し法律家の間では CISG に関する認識はゆっ
く り と (slowly) 高ま っ てお り 、 その理由は、 条約と い うハー ドローで あるか
ら 、 と い う 78。 ア メ リ カ は CISG 批准国で あ るか ら 、 国際商取引の当事者が
CISG の規定内容に精通 していない場合、 またその存在自体を知ら ない場合で
も 、 明示的 Opt out がなければ、 自動的に適用 さ れ る、 と い う 現実の必要に
迫 られて、 その認識が高ま っ てい るこ と が背景にあるので あろ う。 こ の CISG 
の存在や適用に関する理解は、 当事者や法律家の間では次第に普及 しつつある
とい う初期段階は数十年内に達成 されるであろ う が、 アメ リ カの現在の対応は
「日常的な CISG の opt out」79、 と い う方法をと っ てい る。 こ れは新 し く 、 精通
していない法についてのリ スク を回避するための方策と して、 費用対効果から
の現実的な判断で ある と 思われるが、 確かに短期的に見る と合理的な判断で あ
ろ う。 そ う した面では、 ソ フ ト ロ ーで ある PICC は、 その規定内容の精通どこ
ろか存在まで も無視でき、 費用対効果からす ると考察対象にさ え入ら ない、 と
い う 意識がある ものと 思われ る。
ただ し IT 技術の開発や進展速度は急激で、 グローバル化 も急展開 してい る。 
過去の延長線上で将来を予測するこ とは危険であり 、 その加速度は想定以上の
ものにな る可能性が十分にある。 そのため、 商学的見地から、 特に中長期の費
用対効果とい う観点から、 アメ リ カにおけ る国際商取引規則に関す る現実的な
認識と して、 以下の点を指摘 したい。 
73 Eric Clive, Key Concepts in uniform and regional private law instruments: and emerging con-
sensus?, 18 Unit(erm L. Rev 32, 46(2013).
74 CISG Articles 49 & 64.
75 CISG Art 81.
76 PICC Art 2.2.1: A party may terminate the contract where the failure of the other party to per-
form an obligation under the contract amounts to a fundamental non-performance.
77 PECL Art 9:301-9:309.
78 Henry Deeb Gabriel, supra note 5, at 532.
79 bzd 
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第一 に、 PICC のソ フ ト ローである利点 を生か し、 準拠法選択の法手続き を
回避でき る利点を認識するこ と。 国際商取引では問題な く 履行され、 契約が無
事に終了す るこ と が最も好ま し く 、 紛争や ト ラ ブルはそれ自体コ ス ト 要因で あ
る。 国際民事訴訟になれば、 その手続き面だけで も そのコ ス ト は膨大なため、
現実には商事仲裁が選好 されてい る。 仲裁の利点は、 ニュ ー ヨーク条約に基づ
く 執行担保性と手続きの柔軟性にある、 といえるであろ う。 当該契約の準拠法
選定やその適用については、 当事者の意思を尊重 しつつ仲裁廷の権限によ り判
断 されるこ と が多い。
準拠法は、 原則特定国のハー ドローであり、 当該国内を想定 した民商法事項
の規定であるため、 本質的に当該国の文化に根付いた傾向があり 、 必然的にあ
る程度の偏向がある。 そのため当事者間では仲裁において も自国のハー ドロ ー
への固執が想定され、 こ れも コ ス ト 要因である。 一方 PICC は、 国際商取引に
限定 した契約一般原則に関す る規定で、 伝統とい う基盤がない合理性に基づ く
中立的なものであるため、 商取引 とい う合理性の領域においては、 高い費用対
効果が見込まれる。 国際商事仲裁では、 それを実行 ・ 運営する各種の国際仲裁
機関は堅牢である。 PICC のソ フ ト ロー性 を否定的ではな く 肯定的にと ら え、
その費用対効果 を大き く す るための方策の検討が重要である。
第二に、 国際商取引契約においての PICC 採択方法について、 準拠法の問題
と して捉え られがちなため、 ソ フ ト ローの性質から、 欧州だけでな く アメ リ カ
において も無理がある、 と 考えられる。 そのため、 契約条件と しての採択が賢
明で ある。 世界の一部地域等やアメ リ カ UCC において も一部制限があるが、
原則当事者自治が最大限尊重 されるため、 契約一般原則の解釈については、
PICC の指定が合理的であろ う。 契約条件の一部とす る方法は、 国際商事仲裁
だけでな く 、 む しろ国際民事訴訟になっ た場合に、 法的な論理整合性も担保さ
れるため、 合理的で ある。
アメ リ カ国内の商取引法ではハー ドローと しての UCC が骨格 を形成 し、 判
例 と と も に Restatement が利用 さ れてい る。 国際商取引におい て も、 準拠法と
して州法で ある UCC と CISG のハー ドロー、 それを補足す る ものと して PICC 
をソ フ ト ローと して利用すれば、 国際商取引 を展開する企業の効率的な法務運
営に も寄与す るこ と になるだ ろ う。
アメ リ カの当事者および法律家が CISG と PICC について精通 していない、
とい う 現状から も PICC は合理的である。 国際商取引におけ る中立性とは本質
的に利便性は高く 、 偏向がほと んどない、 とい う こ と から自社 ・ 自国に有利で
はな く 、 かつ不利で も ないため、 特に精通 していない当事者に と っ てその採用
は、 リ スク中立的であるため合理的である。 精通す るためのコ ス ト と 、 精通 し
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ていない こ と から生ず るリ スク を比較衡量す る と、 効率的な規則であり 、 完成
しつつある国際商取引規則 をほぼゼロ コ ス ト での利用は、 その費用対効果は高
い とい えるであろ う。
IT、 ITC および商取引のグローバル化の本質は、 コ ス ト削減に集約でき る。 
IT 自体の発展によ る業務の劇的な改善、 ITC によ る国内外にわた る劇的な効
率化、 それらの運営によ る国際商取引の高速化効率化、 その結果と しての時間
を含めた費用削減に集約される。 グローバル規模での企画 ・ 伝達 ・ 調達 ・ 生産 ・ 
組立 ・ 流通販売とい う モ ノ だけでな く 、 サー ビス も同様に提供可能と な る。 知
識 も技術も費用がほぼゼロ で瞬時に入手でき る ものが急速に拡大 してい る。 人
間の需要はある程度一定であるため、 達成 ・ 入手す る費用がほぼゼロにな る も
のが拡大 してい るため、 今後も世界的なデフ レの傾向はよ り加速 してい く と予
想 される。 既存のものは低廉化 していき費用がゼロに漸近す る傾向にあるため、
中立的であれば基本、 利用が合理的だと推定でき る。
逆に言 う と、 新たな着想や、 新たな枠組み ・ 組織を考案するこ とが重要になっ
て く る。 どのよ う な法体系で もまた契約書で も、 すへて を想定 して契約書を作
成 し履行す るこ とは現実的には不可能で あり 、 国際商取引に限定 した契約一般
原則の補足機能 (gap fillers) についての効率的な利用が重要になる。
国際商取引では、 一国家によ る強制力 を担保 と す るハー ドローよ り も、 一国
に属さ ない とい う理由や、 開発途上国は中立的なモデル法と して自国内に取り
入れる基礎と して ソ フ ト ローが積極的に利用 されてい る。 商取引のグローバル
化が進展す るにつれて、 ある一国内で自己完結す るハー ドローよ り も、 複数国
に広 く またがる ソ フ ト ローのほ う が相対的にその利便性は高 く な り 、 現実に執
行面での担保性が高い国際商事仲裁の利用は多 く 、 仲裁廷で PICC 参照する割
合が高いため、 PICC に関心が高ま っ てい る と いえ るで あろ う。 商人間では従
来から業界の商慣習規則は国境 を意識 されるこ と な く 効率的である限り継続 し
て利用 されてい るこ と から、 商取引規則の本質はソ フ ト ローである、 とい える
だ ろ う。
国際商取引紛争において、 PICC は準拠法選定に関す る抵触法の問題 を国際
私法によ り解決す る とい う複雑な法手続き を回避す るこ と ができ る。
今後 PICC が普及 し採択されたと して も、 現実には ト ラ ブルや紛争が発生 し、
さ らにそれが裁判所や仲裁廷とい う表舞台に現れては じめて PICC の適否や解
釈の問題が発生す る。 こ れは逆に言 う と 、 現実の商取引ではほと んどが問題な
く 履行され、 重大でない齟齬は当事者間の調整で対応 される。 万が一紛争が当
事者間のみでの解決が難 し く 第三者機関の助言が必要と なっ たと して も、 商事
仲裁は非公開原則であるから、 表面化するこ と もない。 仲裁人や当事者が当該
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問題解決のための一過性の知識解釈で終了 し、 それが分析蓄積 されるこ と な く
断片的な集積 と して残 るのみで ある。 そ う した中の一部が報告 さ れ UNILEX 
デー タベースに蓄積される。 最終段階の 「表面化 した紛争が報告され記録 され
る事例」 はご く 僅かで ある ため、 PICC の有用性は見えに く い もので あ り 、 ま
た PICC の解釈や評価が正 し く な されたか否かは不透明で ある。 PICC を参照
引用 した事例は、 1994年の公表以来、 約20年間経過するが、 裁判で198件、 仲
裁で189件、 合計387件である8°。 平均すると、 年20件、 月 2 件弱である。 こ う
した現状がアメ リ カでの普及 を妨げてい る現実的な一つの要因と なっ てい る と
考え られる。
今後の課題 と して、 表面に現れに く い PICC な どの国際商取引規則について、
国際商事仲裁の事例を題材に、 欧州と アメ リ カ と の比較研究に取り組んでいき
たい。 
80 UNILEX データベースによる (2014年 9 月10日)。 
